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研究開発と技術進歩の経済分析あるいは技術進歩による経済成長の影響分析には、
研究開発投資による技術知識ストックの概念が用いられてきた。技術知識ストックの
算定には、技術知識の減衰速度率（陳腐化率）のデータが必要である。従来、減衰速
度率は時間に関して一定であるとし、定性的な経験式に基づいて推定されているが、
これらの推定方法が成立するかどうかは理論的に立証されているわけではなかった。
本研究の目的は、技術知識の陳腐化・減衰メカニズムに関する技術知識の減衰モデ
ルを構築し、この減衰モデルから技術知識ストックの算定に必要な減衰速度率を算定
する新しい方法を確立することである。
技術知識の基本的な減衰メカニズムを価値・効用が増大している新技術知識と価値
・効用が低下している既存技術知識の交代による結果として捉え、技術知識の基本的
な減衰モデルを提案する。この減衰モデルに基づいた減衰方程式（数学的モデル）を
定式化し、この減衰方程式から技術知識の減衰状況を表す減衰関数、減衰速度率等を
導く。
次に、この減衰モデルおよび減衰関数の有効性を実証するために、登録特許の更新
による登録特許残存件数に基づく減衰データおよび登録特許件数による減衰要因デー
タを収集し、これらの時系列データを用いて減衰関数を回帰式として回帰分析を行い、
得られた減衰係数の基本的特性および長期的特性、減衰関数を用いて算出された減衰
速度率、さらに、工業所有権制度等の外部環境の変化が減衰関数あるいは減衰速度率
に及ぼす影響等について考察を行う。
2．内容
（1）技術知識の減衰モデル
研究・開発活動や生産・製造活動の場、あるいは特許等の工業所有権制度の権利
の場等において価値の高い状態にある既存技術知識は、一般に技術知識の拡散・普
及が進むことによって、技術知識の価値・効用が低下していく。この過程において
既存技術知識が減衰要因（既存技術知識の減衰を惹起する要因）と相互作用するこ
とにより、場における既存技術知識数が時間経過と共に減少していく現象を技術知
識の減衰という。
例えば、既存技術知識が新しく創造されたより価値の高い新技術知識等と交代す
ることにより、あるいは他の必然的あるいは偶発的な事由により場から放棄（排除）
されることによって、場における既存技術知識数が時間経過と共に減少していく現
象である。
（2）技術知識の減衰方程式、減衰関数および減衰速度率等
技術知識に関する減衰プロセスを定式化すれば、時点t＝t jにおいて初期値J
－1－
（t j）を持つ既存技術知識の減衰関数J（t，t j）として、
J（t，t j）＝J（t j）exp［－∑FC。（t，）tS。（t－U。）－S。（t。））］・・・・・・（1）
け
が得られる。
したがって、既存技術知識の規格化減衰関数G（t）は、式（1）から、
G（t，t j）＝J（t，t，）／J（t j）
＝eXp［－∑FC。（t j）tS。（t－U。）－S。（t。））］……・・‥‥…・・・（2）
α
で定義される。
ここで、Cは減衰要因の種類、K。（tJ）は減衰係数、U C（≧0）はタイムラグ、
t oは減衰要因0の発生開始時点を表す。S。（t）は減衰要因0の発生数u。（t）の
累積（‡u。（t）d t）である。式（1）から減衰要図0による既存技術知識の減衰
開始時点t d。ニ＝t。＋U。が得られる。また、既存技術知識数は減衰要因の発生開
始時点t。から始まる減衰要因0の累積（S。（t－U。）－S。（t。）I　の幕関数の形
で減衰していくことがわかる。
技術知識の減衰速度率p（t，t j）は、
P（t，tJ）＝一日／J（t，tJ）l・tdJ（t，tJ）／d tl
＝∑K。（t j）uα（t－Uぴ）
α
で定義される。
即ち、減衰速度率p（t，t j）は、減衰係数FC。（t j）と時点t－U。に発生した減
衰要因ロの発生数u。（t－Ul。）に依存する。
（3）技術知識の減衰データと減衰要因データの収集
技術知識の減衰モデルの有効性を検証するためには、式（2）の規格化減衰関数を適
用すべき技術知識の減衰データおよび減衰要因データが必要である。
研究開発活動の場あるいは生産・製造活動の場において高い価値・効用を有して
いる技術知識、あるいは将来高い価値・効用を期待される技術知識は登録特許の形
態で工業所有権制度の権利の場に表れている。技術知識の価値・効用の変化は外部
からは明瞭には見えないが、技術知識数の減衰現象は工業所有権の権利の場におい
て、技術知識の価値・効用の低下を反映して、登録更新時における権利放棄・維持
に関する意志決定の結果としてかなりの遅滞は伴うものの確実に顕在化してくるで
あろう。
技術知識の減衰データは次のようにして作成した。
技術知識の減衰特性分析において登録特許の出願年／出願公告年別登録件数分布
の影響を小さくするために、出願日期間区分と出願公告日期間区分が1年の出願年
／出願公告年別登録件数分布表を作成し、原則として登録件数の多い出願年／出顧
公告年の組合せの順に、出願公告日を起点として登録特許の権利抹消件数の推移デ
ータを収集した。この登録特許の権利抹消件数の推移データを用いて、昭和53年
ー2－
から昭和61年登録特許による技術知識の減衰データとして、登録特許残存件数J
（t）の推移データ（出願年／出願公告年別高精度減衰データ）を調整した。
今回、昭和52年以前の登録特許残存件数の推移を収集することができなかった
ので、過去に収集されていた昭和23年、昭和28年、昭和33年、昭和38年お
よび昭和43年の登録特許に関する登録特許残存件数J（t）による減衰データを用
いて減衰特性分析をおこなった。これらの減衰データにおいては登録特許の出願年
／出願公告年別登録件数分布状況は考慮されていないが、登録年を出願公告年とみ
なして回帰分析を行うこととする。
技術知識の減衰要因データは以下の手順により作成した。
減衰特性分析に用いた登録特許の権利存続期間の全範囲は昭和23年～平成5年
（平成5年現在）である。この期間において昭和45年特許法改正による出願公開
制度の施行（昭和46年1月1日施行）により主要な減衰要因の変化が予想される。
まず、昭和45年以前に特許出願された登録特許は特許の要件（特許法第29条）
を満していれば審査終了後出願公告される。即ち、特許等の出願内容は出願公告日
までの間は公開されず、出願公告により初めて特許すべき発明の新技術内容が公開
された。
一方、昭和46年以降の出願特許に関しては、昭和45年特許法改正による出願
公開制度の制定により、特許出願の日から1年6か月を経過したときは、出願公告
をしたものを除き出願公開公報により出願公開される。即ち、昭和46年以降に出
願された登録特許に関しては、特許出願の日から1年6か月以内に審査され出願公
告されたものと、特許出願の日から1年6か月を経過後出願公開公報により出願公
開され、出願人の出願審査請求により審査・出願公告されたもの、の二種類の公開
歴を持つ技術知識情報が存在することになる。
昭和46年以降の出願特許で出願日から1年6か月以内に出願公告された登録特
許による技術知識は、技術知識の情報公開に関する性格としては、本質的に昭和4
5年以前の出願特許による技術知識と同じであり、同様の減衰要因としての作用・
効果を示すと考えられる。したがって、昭和45年以前の出願特許による登録特許
件数と昭和46年以降の出願特許で出願日から1年6か月以内に出願公告された登
録特許による登録特許件数により一つの減衰要因データを形成できるであろう。以
後これを減衰要因aあるいはAと呼ぶことにする。小文字のaは出願公告日に基づ
いて作成された減衰要因の時系列データを表し、出願公告日に基づいて作成された
減衰データに適用される。大文字のAは登録日に基づいて作成された減衰要因の時
系列データを表し、登録日に基づいて作成された減衰データに適用される。
一方、昭和46年以降に出願され特許出願の日から1年6か月を経過後出願公開
公報により出願公開され、出願人の出願審査請求により審査、出願公告、そして登
録された登録特許による技術知識は、昭和45年以前に特許出願された登録特許に
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よる技術知識や昭和46年以降の出願特許で出願日から1年6か月以内に出願公告
された登録特許による技術知識と比較した場合、公開歴と権利付与に到るまでの状
況が完全に異なるので、減衰要因aあるいはAとは性格の異なった減衰要因として
作用・効果を示すと考えられ、これを減衰要因bあるいはBと呼ぶことにしよう。
小文字のbは出願公告日に基づいて作成された減衰要因の時系列データを表し、出
願公告日に基づいて作成された減衰データに適用される。大文字のBは登録日に基
づいて作成された減衰要因の時系列データを表し、登録日に基づいて作成された減
衰データに適用される。
以上の検討結果から、昭和53年以降の登録特許に関する登録特許残存件数によ
る減衰データは、出願公告日に基づいて作成されているので、出願公告日に基づい
て作成された減衰要因の時系列データ（aおよびb）を用いて減衰特性分析を行う。
また、昭和23年、28年、33年、38年および43年の登録特許に関する登
録特許残存件数による減衰データは登録年に基づいて作成されているので、登録年
に基づいて作成された減衰要因の時系列データ（AおよびB）を用いて減衰特性分
析を行う。
（4）高精度計測データを用いた回帰分析
技術知識の減衰モデルおよび技術知識の減衰関数の有効性を検証するために、出
願公告日に基づいて作成された昭和53年から昭和61年の減衰データと減衰要因
データを用いて、式（2）から導いた回帰式により回帰分析を行う。
出願公告日に基づいて作成された昭和53年～61年の登録特許残存件数による
減衰データは昭和45年特許法改正以降の制度で運用された結果であり、出願公告
日に基づいて作成された減衰データに対応する減衰要因データは減衰要因bの時系
列データの一種類のみと考えられる。
一例として、昭和53年登録特許（S49B52G53）の場合、回帰分析によ
り決定された回帰式（実線）および減衰データ（□印）を、縦軸に－1n G（t）を
横軸にtS。（t－L）。）－Sb（t。）Iをとってプロットすれば、図1に示すように領域
（9（t≦8）と領域⑥（9≦t）の二領域に分かれる。回帰式（実線）は減衰データとよ
く一致していることが分かる。領域⑤から領域⑥への傾斜の増加（減衰の加速）の
原因は、権利存続期間の途中において登録特許の更新に伴う三年毎の特許料の階段
的上昇の影響によって、登録更新に関する判断基準が変化したことによる。
昭和53年～昭和61年の登録特許残存件数による減衰データの回帰分析から決
定された減衰係数の値を表1に示した。表1から分かるように、減衰係数は出願年
の増加につれて増加し、昭和48年あるいは49年付近でピークに至り、その後は
出願年の増加と共に減少する傾向を示している。すなわち、減衰係数は出願公告年
および登録年に拘らずかなり明瞭な出願年依存性を示している。
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表1　減衰係数（高精度計測データ）
No サ ン プル 名 債 域 KbX106 経 過年 数 備 考
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
S44II52G53
S45B52G53
S46152G53
S47IB2G53
S48B52G53
S49B52G53
S50B52G53
S51B52G53
S48】353G53
S49B53G54
S4gI手54G54
S44I154G55
⑤ 1．087 －0．18～　 6
‡
⑥ 2．378 6～ 11
⑥ 1．459 1．14～　 9
⑥ 2．746 9～ 12
⑤ 1．310 1．56～　 9
⑥ 3．193 9～ 13
⑤ 1．451 1．57～　 9
⑥ 2．836 9～ 14
⑤ 1．738 －0．49～ 12
⑥ 2．712 12～ 14 ‡
‡‡
⑤ 1．377 －1．14～　 9
⑥ 2．698 9～ 14
⑤ 1．626 －0．82～ 12
⑥ 2．664 12～ 14
⑤ 1．166 0～ 12
⑥ 6．782 12～ 14
⑤ 1．899 －0．18～ 12
⑥ 3．242 12～ 14 ‡‡
⑤ 1．919 0．03～ 12 ‡
⑥ 3．251 12～ 14 ‡
⑤ 1．862 －0．24～ 12 I‡
⑥ 3．188 12～ 13 ‡‡
‡
⑤ 1．414 1．24～　 9
18
19
20
21
22
23
24
25
26
S45IB4G55
S46】354G55
S47Ii54G55
548I154G55
S49I54G55
S50Ii54G55
S51B54G55
S51】i56G56
S46Ii56G57
⑤ 1．280 0．75～　 9
⑥ 2．413 9～ 10
⑤ 1．528 1．14～　 9
⑥ 2．426 9～ 11
⑤ 1．628 1．15～　 9
⑥ 3．671 9～ 12
⑤ 1．161 0．73′－　9
⑥ 3．399 9～ 13
⑤ 1．392 －0．79～　 9
⑥ 3．074 9～ 13
せ 1．277 －1．25～　 9
⑥ 2．510 9～ 13
⑥ 1．234 0．39～　 9
⑥ 2．191 9～ 13
⑤ 1．383 0．98～　 9
⑥ 1．678 9～ 11 ‡
‡‡
⑤ 1．698 1．94一一　9
27
28
29
30
31
32
S48IB6G57
S50Ii56G57
S52も56G57
S52Ii57G57
S50I157G58
S531358G58
⑤ 1．634 1．14一一　9
⑥ 3．342 9～ 11
⑤ 1．375 0．26～　 9
⑥ 2．266 9～ 11
⑤ 1．456 －0．70一一　9
⑥ 1．736 9～ 11 ‡‡
⑤ 1．349 1．62～　 9 ‡
⑥ 2．750 9～ 10 I
⑤ 1．582 1．69～　 9 I
⑥ 3．026 9～ 10 ‡
⑤ 1．155 0．53～　 9 I
I‡
I
33 S48王158G59 ⑤ 1．702 1．88～　 9
34 S49Ii58G59 ⑤ 1．577 1．82～　 9
35 S50I158G59 ⑤ 1．514 1．76～　 9
36 S51Ii58G59 ⑤ 1．371 1．69～　 9
37 S52B58G59 ⑤ 1．122 1．29～　 9
38 S53B58G59 ⑤ 1．051 0．74～　 9
39 S541358G59 ⑤ 1．127 －0．50～　 9
40 S55Ii58G59 ⑤ 1．159 －2．00～　 9
41 S541359G59 ⑤ 1．122 1．22～　 8
42 S55Ii59G60 ⑤ 1．013 0．01～　 8 ‡‡
43 S551360G60 ⑤ 1．477 －2．17～　 7 ‡
‡‡
44 S50B60G61 ⑤ 1．554 1．34～　 7
45 S56B60G61 ⑤ 0．921 0．18～　 7
（出所：‡文献1、日文献1，2）
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図1　回帰式と減衰データの比較
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（5）既存計測データを用いた回帰分析
昭和52年以前の登録特許に関しては高精度の減衰データが収集できていないの
で、既存の減衰データ、即ち、登録年に基づいて作成された昭和23年、昭和28
年、昭和33年、昭和38年および昭和43年の登録特許残存件数による減衰デー
タに関して、減衰要因AおよびBが主要な減衰要因データであるとした場合につい
て回帰分析を試みた。
昭和23年登録特許残存件数による減衰データ（S x x B y yG23）の場合、
縦軸に－1n G（t）を横軸にtSA（t－U A）－SA（t A））をとって、回帰分析により
決定された回帰式（実線）および減衰データ（ロ印）をプロットすれば、図2に示
すように領域①（0≦t＜tw＋uw）、領域②（tw＋uw≦t≦6）、領域③（7≦t≦11）
および領域④（12≦t≦14）の四領域に分かれる。各領域における回帰式は減衰デー
タとよく一致していることから、主要な減衰要因は減衰要因Aであることが確認さ
れた。
図2において、領域（彰と領域②の間の段差は初期減衰要因によって生じた減衰に
よるものである。特に初期減衰要因として、既存技術知識の価値・効用の急激な低
下、戦後の特許料支払負担能力の限界等が有力候補として考えられる。
領域②から領域③への傾斜の鈍化（KAの減少比：0．46）の原因は、戦後の工業
生産回復による経済的好転（特許料負担能力の回復）によるものであろう。
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図　2　　回帰式と減衰データの比較
t▲工0．U．人工0
債域①：0≦［＜t，＋U．．領域②：［．十日＿≦t≦5．
領域③：7≦t≦日，領域④：12≦t≦日
領域③から領域④への不連続的変化の原因は不明であるが、登録更新時における
特許料の階段的上昇による権利維持コストの増大が権利放棄への姿勢を強めたこと
も考えられる。
領域④における傾斜の鈍化（KAの減少比：0．33）の原因は昭和34年特許法
改正（昭和35年4月1日施行）によって、権利存続期間の途中において登録更新
に関する判断基準が変化したことによるものと思われる（権利者が権利を少しでも
長く維持しようとする特許性向に変化した）。これは、「権利侵害に対する権利者
救済規定の新設」等、昭和34年特許法改正の主要政策であった「工業所有権者の
保護を厚くする施策」が効果的であったことを意味している。
昭和28年登録特許残存件数による減衰データ（S x x B y yG28）の場合、
縦軸に－1n G（t）を横軸にtSA（t－U A）－SA（t A）Iをとって、回帰分析により
決定された回帰式（実線）および減衰データ（口印）をプロットすれば、図3に示
すように領域③（t≦7）と領域④（8≦t）に分かれる。各領域における回帰式と減衰
データの一致が良いことから、主要な減衰要因は減衰要因Aであることが確認され
た。
領域③から領域④への傾斜の鈍化（KAの減少比：0．44）の原因は、昭和23年
登録特許に関する減衰データ（S x x B y yG23）の領域④（図2）の場合と同
様に、昭和34年特許法改正の主要政策であった「権利侵害に対する権利者救済規
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定の新設」等によって、権利存続期間の途中において登録更新に関する判断基準が
変化したことによるものと思われる。
昭和33年登録特許残存件数による減衰データ（S x x By yG33）の場合、
縦軸に－1nG（t）を横軸にISA（t－U A）－SA（t A））をとって、回帰分析により
決定された回帰式（実線）および減衰データ（ロ印）をプロットすれば、図4に示
すように領域④（t≦14）において直線となる。回帰式と減衰データの一致が良いこ
とから、主要な減衰要因は減衰要因Aであることが確認された。
昭和28年登録特許に関する減衰データ（S x xB y yG28）の場合と異なり、
昭和33年登録特許に関する減衰データ（S x x By y G33）においては権利存
続期間の途中における傾斜の変化（減衰の鈍化あるいは微増）が表れていない。
これは、昭和33年登録特許の権利存続期間は最初の2年間を除けば、昭和34
年特許法改正後の工業所有権制度の影響下にあり、昭和23年および昭和28年登
録特許に関する減衰データ（S x x B y yG23およびS x x B y y G28）の領
域④（図2および図3）の場合と同様に、「工業所有権者の保護を厚くする施策」
が効果的であったことを意味している。
昭和38年登録特許残存件数による減衰データ（S x x B y yG38）の場合、
縦軸に－1n G（t）を横軸にtSA（t－U A）－SA（t A）Iをとって、回帰分析により
決定された前半の回帰式（実線）および減衰データ（□印）をプロットすれば、図
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回4　　回帰式と減衰デ細タの比較
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5に示すように領域④（t≦12）および領域（9（12≦t≦14）の二領域に分かれる。
領域④は減衰要因Aの－種類のみであり、領域⑤における減衰要因は減衰要因A
と減衰要因Bの二種類であり、領域④から領域⑤への傾斜の増大（減衰の加速）は
減衰要因Bの発生（減衰要因の種類の増加）に基づく変化である。
領域⑤では、減衰要因Aと減衰要因Bに基づく減衰が重畳されているので、この
二つの分離を行う必要がある。
先に決定された前半の回帰式GA（t）を用いて、減衰データG（t）とGA（t）の計
算値との比を求めこれを減衰要因Bに基づく回帰式G。（t）の減衰データとする。こ
の計算値による減衰データを用いて回帰分析により決定された減衰要因Bに基づく
回帰式G。（t）（実線）および計算値による減衰データ（ロ印）のプロットを図6に
示す。
各領域における回帰式と減衰データの一致が良いことから、前半における主要な
減衰要因は減衰要因Aであり、後半における減衰要因は、減衰要因Aと減衰要因B
の二種類であることが確認された。
領域⑤における減衰の加速の原因は昭和45年特許涜改正（昭和46年1月1日
施行）による出願公開制度の施行によって発生した減衰要因B（出願公開公報によ
る技術知識）によるものであることが明らかとなった。
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図　5　　回帰式と減衰データの比較
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昭和43年登録特許残存件数による減衰データ（S x x B y y G43）の場合、
昭和38年登録特許残存件数による減衰データの場合と同様にして、回帰分析によ
り決定された回帰式（実線）および減衰データ（□印）のプロットを図7および図
8に示す。
各領域における回帰式と減衰データの一致が良いことから、前半における主要な
減衰要因は減衰要因Aであり、後半における減衰要因は減衰要因AおよびBの二種
類であることが確認された。
領域（参における減衰の加速の原因は昭和45年特許法改正（昭和46年1月1日
施行）による出願公開制度の施行によって発生した減衰要因B（出願公開公報によ
る技術知識）によるものであることが明かとなった。
昭和23年～昭和43年登録特許の権利存続期間において、特に工業所有権制度
の改正により技術知識の減衰状況が大きな影響を受け、減衰が緩和されたり加速さ
れたりする現象が現れ、権利存続期間における減衰状況が複数の領域に区分される
ことが明らかになった。回帰分析から決定された各鎮域における減衰係数値を表2
に示す。
表2　減衰係数（既存計測データ）
No サ ン プル 名 領 域 KAXlO6 KBXlO6 経 過 年 数 備 考
1
2
3
SxxByyG23
SxxByYG28
SxxByyG33
① ② 14．299
3．169
3．285
0～　 6 ‡‡
③ 6．598 6～ 12 ‡‡
④ 2．167 12～ 14 ‡‡
③ 8．650 1．12～　 7 ‡‡
④ 3．813 7～ 14 ‡‡
④ 2．633 －0．28～ 14 ‡＊
4
5
SxxByyG38
SxxByyG43
④ （9
⑤
④ （9
⑤
2．242
1．159
0．45～ 14
11～ 14
－0．64～ 14
7～ 14
出所：日文献1，2
（6）減衰係数の長期的特性
本研究の主要な目的として、技術知識の減衰係数を用いて技術知識ストック算定
に必要な減衰速度率を算定すること、および技術知識の減衰関数から直接的に技術
知識ストックを算定する新しい方法を確立することがあげられる。このためには、
減衰係数の長期的時系列データが必要であり、減衰係数の長期的特性について十分
検討する必要がある。
図9に昭和23年～昭和61年登録特許残存件数による減衰データの回帰分析か
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図　8　　回帰式と減衰データの比較
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図9　減衰係数〝の長期的特性
（図中の1，2，…・の数字はサンプルNo・を示す。○⑦…・は領域を示す。）
ら得られた減衰係数の長期的推移を示す。昭和23年から昭和43年登録特許につ
いては表2の数値を、昭和5　3年から61年登録特許については表1のなかで、サ
ンプル数の多いサンプルN o．についての数値を用いた。
図9に示すように、昭和23年から昭和45年にかけて、工業所有権制度の改正
等、減衰に影響を与える大きな環境変化があったことが明らかである。図9から減
衰係数の重要な長期的特性として、①減衰係数系列、②減衰開始時点（外部環境変
化による減衰係数変化時点を含む）における減衰係数と減衰要因の発生数の累積と
の関係、および③減衰係数値の持続性、が存在することが分かった。
（7）減衰速度率
技術知識の減衰速度率は技術知識ストックの算定における重要なパラメータの一
つである。減衰速度率は技術知識ストックの通常の計算に用いられているような定
数ではなく、式（3）から分かるように減衰係数K。（t j）および減衰要因（新技術知
識等）の発生数u。（t－U。）を通して時間に依存することが明らかとなった。
図10～15に、回帰分析によって決定された減衰関数を用いて、式（3）から計算
した減衰速度率の経過年数依存性を示した。図10～15から分かるように、減衰
速度率は零から時間経過と共に増大するが、権利存続期間中における工業所有権制
度の改正、技術動向および経済情勢等の変化は、技術知識の価値・効用や権利の維
持・放棄の意志決定にかなり大きな影響を与え、技術知識の減衰速度率はそれに応
じた変化をすることが分かった。特に、図9に示した減衰係数の長期的特性の場合
と同様に、経済復興（昭和29年）、昭和34年特許法改正（昭和35年施行）、
昭和45年特許法改正（昭和46年施行）、および特許料の階段的上昇の影響等、
大きな外部環境の変化により減衰速度率は不連続的に変化していることが分かる。
3．結　果
技術知識の基本的な減衰メカニズムを価値・効用の異なった技術知識の交代による
結果としてとらえ、技術知識の基本的な減衰モデルを提案した。この技術知識の減衰
モデルを技術知識の減衰方程式の形で定式化し、技術知識の減衰関数、および減衰速
度率を導いた。
具体例として、この減衰関数を用いて登録特許残存件数による減衰データの回帰分
析を行った。減衰関数は、国内特許の登録更新に基づく登録特許残存件数による減衰
データの挙動を定量的に分析・評価できるのみならず、減衰要因の種類の明確化、未
知の減衰要因の存在の予測、外部環境条件の変化（工業所有権制度の改正等）が登録
特許の減衰に及ぼす影響（減衰の加速、鈍化等）についても定量的に分析可能である
ことが明らかになった。
このように、減衰関数によって減衰データの状況をよく説明できるということは、
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本報告による減衰特性分析は技術知識の減衰に関する有効な分析ツールであることを
示している。
技術知識の減衰特性分析の結果から、技術知識の減衰特性を決定する減衰係数の重
要性が明らかとなった。
減衰係数の長期的特性、即ち、減衰係数系列の存在、減衰開始時点における減衰係
数と減衰要因の発生数の累積との関係、減衰係数値の持続性、および減衰係数の出願
年（≒技術知識の発生時期）依存性、さらに工業所有権制度の改正等の外部環境変化
が減衰係数に及ぼす影響等に関する知見は、減衰関数の長期的基本構造についての包
括的な見通しを可能にするであろう。
特に、外部環境の変化が技術知識の減衰係数に大きな影響を与えることが定量的に
把握できたことは、今後の科学技術政策あるいは産業政策にとって重要な意味を持つ
ものと思われる。
減衰特性分析から、外部環境の変化が減衰係数に及ぼす影響・効果には二種類ある
ことが分かった。一つは昭和29年頃の経済復興や昭和34年特許法改正（昭和35
年4月1日施行）における「権利侵害に対する権利者救済規定」のように減衰係数を
減少させたり、あるいは近年において顕著に現れるようになった特許料の階段的上昇
によって減衰係数を増大させるような効果を有する場合である。もう一つは昭和45
年特許法改正（昭和46年1月1日施行）による「出願公開制度」のように、減衰係
数の大きい新種の減衰要因を発生させる場合である。
減衰係数が大きいということは、研究開発により発生した新しい技術知識が、既存
技術知識の価値・効用を低下させる確率を高くし、新技術知識と既存技術知識との交
代を促進することを意味する。このため技術知識はより高度化し深化する方向に移行
していくが、この技術知識の創造と減衰の因果関係は技術知識の創造がある限り逃れ
ることは出来ない。この必然的循環を軽減する一つの行き方としては新技術分野を開
拓することである。この場合減衰係数は小さくなり、減衰要因が増加しても既存技術
知識の価値・効用の低下による新技術知識と既存技術知識との交代の確率は小さく、
したがって既存技術知識の減衰は小さいであろう。
技術知識の減衰速度率についてはその定義を明確にした。減衰速度率は通常用いら
れているような定数ではなく、減衰係数の変化や減衰要因（新技術知識等）の発生数
を通して時間に依存することが明らかとなった。減衰速度率は減衰要因の発生開始後
ある一定のタイムラグを経て時間経過とともに零から増加していくが、工業所有権制
度の改正等の外部環境変化は減衰速度率に大きな影響を及ぼし、減衰速度率を大きく
増減することが分かった。今後、技術知識ストックの算定精度を向上させるためには、
減衰速度率のこの実状を取り入れて技術知識ストックの再評価を行うことが必要であ
ろう。
今回、登録特許の出願年／出願公告年分布を考慮し、さらに出願日期間区分と公告
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日期間区分（あるいは登録日期間区分）を併用し、データ収集における期間区分を縮
小したデータ収集方法を採用することにより、技術知識の減衰に関するデータの質
（データの純度と精度）が向上し、技術知識の減衰に関する分析精度を大幅に改善す
ることができた。
4．科学技術政策・産業政策への応用
本報告による方法によれば、技術知識の減衰に関する信頼性の高い知見やデータが
得られるので、技術知識ストックの算定精度が向上し、それによって技術進歩による
経済成長や企業成長への影響分析のより深い考察が可能となること、また、国の科学
技術政策・産業政策等が技術知識の減衰に与える影響・効果等の分析ツールとして、
今後幅広い分野での応用が期待される。
①　技術知識ストックの新計算方法の効果
通常用いられている技術知識ストックの算定式では、減衰速度率は一定として計
算されているが、減衰速度率が時間依存性を持つことが明らかになったので、その
実状を考慮し技術知識ストックの算定精度を向上させるために、技術知識の減衰関
数を用いた技術知識ストックの算定方式を構築し、その有効性の実証といままでの
研究成果との比較・検討が必要であろう。
減衰速度率が時間依存性を持つことを考慮すると、
技術知識ストックR（t）は、
R（t）＝　己　f（t j）G（t，t j）
1，ニ11
＝　己　f（t，）exDl－∑FC。（t，）fS。（t－U。）－S。（t。）日……（4）
t，ニtt O
で与えられる。
ここで、tバま研究開発費の投入時点、tiは研究開発費の投入開始初期時点、f
（t j）はt一期における研究開発投入額を表す。
式（4）においてf（tJ）とG（t，tJ）は無関係のように見えるが、実際には研究開
発費f（t j）の投入により研究成果が産出され技術知識ストックを増加させると共に、
既存の研究成果に対しては減衰要因の一部としてS C（t）にフィードバックされ、
技術知識ストックを減少させる。したがって、研究成果の産出と研究開発費投入の
関係式が分からなければ、式（4）から技術知識ストックを計算することはできない。
当面は、f（t，）とG（t，t j）は独立として技術知識ストックR（t）を算定するか、
あるいはf（t j）の代わりに研究開発費f（t j）の投入による研究成果J（t，）を式
（4）に代入し、技術知識ストックR（t）を算定することができる。
今後、この技術知識ストックの新計算式の有効性を検討する必要があろう。
また、減衰関数を用いることにより、技術知識ストックを増大させるための条件
を求めたり、科学技術政策・制度等が技術知識ストックに及ぼす影響のシミュレー
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ションが容易となり、減衰関数を用いた応用範囲が拡大するであろう。また、企業
や産業に適切な技術知識ストックの算定や技術知識ストックの更新投資の必要量の
把握等が可能となろう。
②　技術知識ストックを増大するためのシミュレーション
技術知識ストックの増大は技術進歩を促し、技術進歩は経済成長を牽引すること
が知られている。したがって、技術知識ストックを増大させることは、科学技術政
策・産業政策において重要な関心事項である。
式（4）において、f（t j）の代わりに研究開発費f（t j）の投入による研究成果J
（t j）を式（4）に代入すれば、技術知識ストックは、
t
R（t）＝　∑J（tJ）exp［－∑FC。（t，）tS。（t－U。）－S。（t。））］……（5）
llこ1．　　　　　　　　　　　　　　　　0
で与えられる。
式（5）により、研究成果の発生数J（t j）、減衰係数KおよびタイムラグU等をパ
ラメータとしてシミュレーションを行い、技術知識ストックR（t）を増大させるた
めのパラメータ条件を検討することができる。
③　政策パラメータとしての減衰係数
減衰係数は、減衰要因一件当たりの既存技術知識の減衰確率を表しており、減衰
係数が大きいほど減衰確率が高くなることを意味する。
既にみてきたように、技術知識に関する価値・効用に対する判断基準が変化しな
ければ減衰係数は時間に関して一定であるが、減衰係数は、減衰要因の種類の変化
や、工業所有権制度の改正あるいは経済情勢等の外部環境変化を鋭敏に反映し、技
術知識に関する外部環境が変化すると減衰係数は不連続的に変化することが明らか
になった。したがって、減衰係数の大きさの長期的な変化を調べることによって、
技術知識の減衰プロセスに影響を与える外部環境の種類およびその影響の大きさを
知る一つの手がかりが得られ、これを政策パラメータとして活用することが可能で
あろう。
④　新しい種類の技術知識の減衰データの探索と、技術知識の減衰に関する基本メカ
ニズムのより深い解明
技術知識の減衰モデルに基づく減衰関数を、登録特許に係わる減衰関係データに
適用して、技術知識の減衰に係わる多くの基本的な知見を得ることができた。また、
特許法等の外部環境変化が技術知識の減衰に及ぼす影響の様相や程度を定量的に把
握することが可能となった。
この技術知識の減衰モデルに基づく減衰関数を、他の種類の技術知識の減衰デー
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夕に適用するなど、適用範囲の拡大を図ることにより、技術知識の減衰に関する他
の局面を把握することが可能となろう。
例えば、こ．の減衰関数を、論文関係の陳腐化・減衰データ（現在は収集が難しい）
に適用できれば、登録特許に係わる減衰関係データに適用して得られた結果とは異
なった知見が得られ、科学技術政策の検討に有益な情報が得られるものと考えられ
る。
今回は、技術知識の基本的な減衰メカニズムを価値・効用の異なった技術知識の
交代による結果としてとらえ、技術知識の基本的な減衰モデルを提案した。しかし
ながら、技術知識の陳腐化現象に立脚したより深い陳腐化・減衰モデルが今後研究
されるべきであり、それによって技術知識の相互作用によって生じる創造と陳腐化
・減衰の関係に関するより深い知見を得ることができるであろう。これらの知見は
科学技術政策・産業政策の高度化に貢献するであろう。
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